
印

１

２

３

４

該当しない。】

(4)

該当しない。】

(3) 業務実績を有すること。

【記入例: 本申請書等の提出日現在において、指名停止措置を受けていない。】

　申請書提出期限日から当該業務入札日までの期間に、本県の指名停止措置を受けて

いないこと。

【記入例:

※契約書の写し等、業務内容（実績）が証明できる資料等の写しを添付すること。

【記入例:

(5) 　警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるもの

として、沖縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続してい

る者でないこと。

【記入例: 該当しない。】

件 名 パソコンの賃貸借及び保守に関する契約

(2) 　会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。

資格確認資料記載責任者氏名 電話番号

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

【記入例:

(1)

様式２のとおり業務実績を有する。】

別記様式１

一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　玉城　康裕　殿

商号又は名称

　下記の調達案件に関わる競争参加資格について確認されたく､書類を添えて申請しま

す。

　資格確認資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

住 所

資格確認項目

記

公告年月日 令和７年　月　日

氏 名

一般競争入札参加資格確認申請書の提出について



(8) システム障害等、緊急時に迅速に対応できること。

別添、資料のとおり該当する。】
※営業所等の所在地が記載されている資料（登記事項全部証明所等）の写しを添付するこ

と。

【記入例:

(6) 　沖縄県内に本社、支社、支店、営業所が存在すること。

県が発注する物品の製造、買い入れ、売り払い等の競争入札に参加する者の資格に
関する規定（昭和47年沖縄県告示第69号）第２条の規定に基づく競争入札参加資格
者名簿に登録された者であること。

(7)

※名簿等の写しを添付すること。

【記入例: 登録されている。】

【記入例: システム障害等、緊急時に迅速に対応できる。】



様式２

業務実績
会社名(代表)

業務名

発注機関名

契約金額

履行期間

業務概要

会社名(代表)

業務名

発注機関名

契約金額

履行期間

業務概要

会社名(代表)

業務名

発注機関名

契約金額

履行期間

業務概要

備考 １　契約書のかがみの写し（発注者・業務名・契約金額が確認できるもの）を添付
　　すること
２　業務概要は、当該業務の業務実績について的確に判断できる必要最小限の
　　具体的項目を設定すること。
３　契約金額は契約金額総額を記するものとする。


